
第２項の規定により、平成◯年◯月から
平成◯年◯月までの期間及び同年◯月か
ら平成◯年◯月までの期間につき、その
標準報酬の改定を行うとともに、法第
７８条の６第１項の規定により、按分割
合を５０．０％、改定割合を０．４７４
８１１１、標準報酬改定年月日を平成◯
年◯月◯日、対象期間を婚姻期間である
昭和◯年◯月◯日から平成◯年◯月◯日
までの期間として､ 対象期間に係る請求
人の厚生年金保険の被保険者期間につい
て、標準報酬を改定する処分（以下、こ
れらの改定を併せて「原処分」という。）
をした。

４　請求人は、原処分を不服とし、標記の
社会保険審査官に対する審査請求を経
て、当審査会に対し、再審査請求をした
ものである。

第４　当事者等の主張の要旨
　（略）

理由
第１　問題点

１　法第７８条の２第１項の規定によれば、
第１号改定者（被保険者又は被保険者で
あった者であって、法第７８条の６第１
項第１号及び第２項第１号の規定により
標準報酬が改定されるものをいう。）又は
第２号改定者（第１号改定者の配偶者で
あった者であって、法第７８条の６第１
項第２号及び第２項第２号の規定により
標準報酬が改定され、又は決定されるも
のをいう。）は、離婚等をした場合であっ
て、①　当事者が標準報酬の改定又は決
定の請求をすること及び請求すべき按分
割合について合意しているとき、又は、
②　法第７８条の２第２項の規定により
家庭裁判所が請求すべき按分割合を定め
たとき、のいずれかに該当するときは、
厚生労働大臣に対し、当該離婚等につい
て対象期間（婚姻期間その他の厚生労働
省令で定める期間をいう。）に係る被保険
者期間の標準報酬（第１号改定者及び第
２号改定者の標準報酬をいう。）の改定又
は決定を請求することができるとされて
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主文
　本件再審査請求を棄却する。

事実
第１　再審査請求の趣旨

　再審査請求人（以下「請求人」という。）
の再審査請求の趣旨は、後記第３の３記載
の原処分を取り消し、適正な標準報酬（標
準報酬月額及び標準賞与額をいう。以下同
じ。）の改定を求めるということである。

第２　事案の概要
　本件は、請求人の配偶者であったＡが、
厚生労働大臣の権限に係る事務の受任者で
ある日本年金機構に離婚時の年金分割に係
る標準報酬の改定又は決定を請求したとこ
ろ、請求人が、請求人の標準報酬改定の計
算に誤りがあるとして、標記の社会保険審
査官に対する審査請求を経て、当審査会に
対し、再審査請求をしたという事案である。

第３　本件再審査請求に至る経緯
１　請求人とＡは、昭和◯年◯月◯日に婚

姻したが、平成◯年◯月◯日に離婚の調
停が成立した。

２　Ａは、◯◯家庭裁判所平成◯年（家イ）
第◯◯◯◯号夫婦関係調整調停申立事件

（以下「本件調停」という。）において、
平成◯年◯月◯日に、請求人との間で、
年金分割についての請求すべき按分割合
を０．５と定める調停が成立したので、
同年◯月◯日（受付）、日本年金機構に対
し、本件調停の調書（成立）抄本を添え
て、厚生年金保険法（以下「法」とい
う。）第７８条の２第１項の規定により、
対象期間を婚姻期間である昭和◯年◯月
◯日から平成◯年◯月◯日までの期間、
請求する年金分割の種類を合意分割・３
号分割として､ 離婚時の年金分割に係る
標準報酬の改定又は決定の請求をした

（以下、この請求を「本件請求」という。）。
３　日本年金機構は､ 平成◯年◯月◯日付

けで､ 請求人に対し、法第７８条の１４



該特定期間に係る被保険者期間の標準報
酬並びに法第７８条の６第１項及び第２
項の当該特定期間に係る被保険者期間の
改定前の標準報酬については、法第７８
条の１４第２項及び第３項の規定による
改定又は決定後の標準報酬とするとされ
ている。

３　本件の場合、請求人は、請求人の標準
報酬改定の計算に誤りがあるとして、原
処分を不服としているのであるから、本
件の問題点は、原処分が上記法令の規定
に照らして適法かつ妥当であると認めら
れるかどうかである。

第２　当審査会の判断
１　本件記録によれば、本件請求は、対象

期間を婚姻した日から離婚調停が成立し
た日までの期間（昭和◯年◯月◯日から
平成◯年◯月◯日まで）とする本件調停
による分割請求であるところ、前記のと
おり、これにより法第７８条の１４第１
項の規定による請求（以下「３号分割請
求」という。）があったものとみなされる
ことから、平成◯年◯月から平成◯年◯
月までの期間及び同年◯月から平成◯年
◯月までの期間のＡが第３号被保険者で
あった期間については、当該期間の標準
報酬を２分の１ずつに改定及び決定し、
その後の標準報酬を基礎として、法第
７８条の６第１項の規定により、按分割
合を５０．０％（改定割合を０．４７４
８１１１）で標準報酬を改定又は決定し
たものであることが認められる。そして、
これは、前記第１の１及び２に記載した
関係法令の定めにのっとって適法に行わ
れたものということができる。

２　これに対し、請求人は、原処分は平成
◯年◯月◯日付け年金分割のための情報
通知書（以下「情報通知書」という。）記
載の対象期間標準報酬総額を前提として
改定割合を算定し、それを３号分割後の
標準報酬額に乗じて請求人の標準報酬額
を算定したもので、合意に基づく標準報
酬改定の計算方法に誤りがあると主張す
るので、これについて検討する。
　法第７８条の２０第３項は、法第７８

おり、これについての厚生労働大臣の権
限に関する事務は､ 日本年金機構に委任
されているところである（法第１００条
の４第１項第２１号､ 第２３号等参照）。
　そして、上記の厚生労働省令で定める
期間については、厚生年金保険法施行規
則第７８条の２第１項第１号に、離婚を
した場合は、婚姻が成立した日から離婚
が成立した日までの期間とすると定めら
れている。

２　また、平成２０年４月１日以降に被扶
養配偶者である期間がある場合について、
厚生年金保険の被保険者（被保険者で
あった者を含む。以下「特定被保険者」
という。）が被扶養配偶者を有する場合に
おいては、当該被扶養配偶者に対する年
金たる保険給付に関しては、当該特定被
保険者が負担した保険料は、当該特定被
保険者と当該被扶養配偶者が共同で負担
したものであるという基本的認識の下、
特例が設けられている。すなわち、夫婦
の一方が特定被保険者であった期間中に
被扶養配偶者を有する場合において、按
分割合の範囲を算定するに当たっては、
特定被保険者が被保険者であり、かつ、
被扶養配偶者が当該特定被保険者の配偶
者として国民年金法第７条第１項第３号
に規定する第３号被保険者であった期間

（平成２０年４月１日以後の期間に限ら
れる（国民年金法等の一部を改正する法
律（平成１６年法律第１０４号）附則第
４９条）。以下「特定期間」という。）に
係る被保険者期間の各月ごとに、特定被
保険者及び被扶養配偶者の標準報酬を、
特定被保険者の標準報酬に２分の１を乗
じて得たものであるとみなした上で、按
分割合の範囲を算定することとされてい
る（法第７８条の１４）。
　そして、法第７８条の２０第２項の規
定によれば、法第７８条の２第１項の規
定による標準報酬の改定又は決定の請求
によって、法第７８条の１４第１項の規
定による請求があったものとみなされる
場合においては、法第７８条の３第１項
の対象期間標準報酬総額の基礎となる当



条の１４第２項及び第３項の規定による
標準報酬の改定及び決定が行われていな
い特定期間の全部又は一部を対象期間と
して法第７８条の４第１項の請求があっ
た場合において、特定被保険者が障害厚
生年金の受給権を有しないときは、法第
７８条の４第２項に規定する情報は、第
７８条の１４の規定による標準報酬の改
定及び決定が行われたとみなして算定す
ると規定されている。
　そして、厚生年金保険法施行令（以下

「施行令」という。）第３条の１２の１１
は、特定被保険者が障害厚生年金の受給
権者である場合の特定期間に係る被保険
者期間について、当該障害厚生年金の額
の計算の基礎となった特定期間に係る被
保険者期間を除くと規定されている。
　また、施行令第３条の１２の５は、対
象期間標準報酬総額の計算について、対
象期間の全部又は一部が平成１５年４月
１日前である場合は、同日前の被保険者
期間の各月の標準報酬月額に１．３を乗
じて得た額並びに同日以後の被保険者期
間の各月の標準報酬にそれぞれ当事者

（第１号改定者及び第２号改定者）を受給
権者とみなして対象期間の末日において
適用される再評価率を乗じて得た額の総
額とすると規定されている。
　したがって、情報通知書における対象
期間標準報酬総額については、上記規定
に基づき、特定期間である平成◯年◯月
から平成◯年◯月までの期間及び平成◯
年◯月から平成◯年◯月までの期間につ
いて、法第７８条の１４の規定による、
請求人及びＡに係る標準報酬の改定及び
決定が行われたとみなして算定されたも
のであるから、請求人の主張は失当であ
る。

３　以上のとおりであって、原処分に違法、
不当な点はなく、本件再審査請求は理由
がないから、これを棄却することとし、
主文のとおり裁決する。




